
原 議 永 年 保 存

共 00 00 10 31 ５年

県 本 部 各 部 課 長 宮 本 務 第 ９ ４ １ 号
殿

県 下 各 警 察 署 長 令 和 ４ 年 ５ 月 ３ ０ 日

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当事務処理要領の一部改正について（通達）

警察職員に支給される児童手当については 「児童手当事務処理要領の一部改正に、

ついて（通達 （令和３年４月２２日付け宮本務第７８０号）により運用してきたと）」

ころであるが、児童手当事務処理要領を別添のとおり改正したので、事務処理上誤り

のないようにされたい。

なお、これに伴い、前記通達は廃止する。

記

１ 改正の要点

⑴ 児童手当・特例給付現況届の提出の省略

児童手当・特例給付現況届によって届出されるべき内容を公簿等によって警務

部警務課長が確認できるときは、児童手当・特例給付現況届の提出を省略するこ

とができるものとした。

⑵ 公印の押印を要する関係様式の一部改正

所属長が児童手当・特例給付認定請求書等を受理し、事実と相違ないと認めた

場合には、公印の押印を義務付けていたが、関係する様式を改め、公印の押印を

要しないものとした。

２ 施行期日

令和４年６月１日



児童手当事務処理要領

１ 趣旨

この要領は、教育委員会等への事務の委任及び補助執行に関する規則（昭和５１

年宮城県規則第６０号）第３条の規定により、宮城県知事から委任された警察職員

（以下「職員」という ）に対する児童手当の認定等及び支給事務に関する取扱い。

について、児童手当法（昭和４６年法律第７３号。以下「法」という 、児童手当。）

法施行令（昭和４６年政令第２８１号。以下「令」という ）及び児童手当法施行。

（ 。 「 」 。） 、規則 昭和４６年厚生省令第３３号 以下 規則 という に定めるもののほか

必要な事項を定めるものとする。

２ 認定等及び支給事務

職員の児童手当の認定等及び支給事務は、警務部警務課長が行う。

３ 受給者情報

警務部警務課長は、児童手当の認定等及び支給事務の処理に当たっては、児童手

当・特例給付受給者情報（別記様式第１号。以下「受給者情報」という ）を電子。

計算機等により確実に記録し、これを適正に管理及び利用するものとする。

４ 認定の請求

⑴ 児童手当の支給要件に該当する職員（以下「受給資格者」という ）は、法第。

１７条第１項の規定により読み替えて適用する法第７条第１項に規定する児童手

当の受給資格及びその額について、認定の請求をしようとするときは、児童手当

・特例給付認定請求書（別記様式第２号。以下「認定請求書」という ）を所属。

長に提出しなければならない。

⑵ 前記⑴の認定請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。ただし、

ア及びイに規定する書類については 当該書類により証明すべき事実を公簿等 行、 （

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

。 「 」 。） 。５年法律第２７号 以下 マイナンバー法 という に基づく情報連携を含む

以下同じ ）によって警務部警務課長が確認できるときは、当該書類を省略する。

ことができる。

ア 受給資格者及び法第４条第１項第１号に規定する支給要件児童（以下「支給

要件児童」という ）の住民票の写し（続柄を省略しないものに限る ）。 。

イ 受給資格者及び配偶者等（２人以上で支給要件児童を養育している場合の配

偶者及び法第４条第１項第１号に規定する父母等 以下 父母等 という 請（ 「 」 。）（

求者が法第４条第１項第２号に規定する父母指定者（以下「父母指定者」とい

う ）の場合に限る ）をいう。以下同じ ）が支給要件に該当する場合はその。 。 。

者の前年の所得（請求に係る年の１月から５月までの児童手当にあっては、前

々年の所得）の額等を明らかにした市町村長（特別区長を含む ）の所得等に。

関する証明書

ウ 受給資格者が支給要件児童と同居しないでこれを監護し、かつ、これと生計



を同じくする者であるときは、監護・生計同一又は維持に関する申立書（別記

様式第３号。以下「監護生計に関する申立書」という ）。

エ 支給要件児童のうち、規則第１条に規定する留学により日本国内に住所を有

しない児童があるときは、海外留学に関する申立書（別記様式第４号）及び当

該事実を証明する書類

オ 受給資格者が未成年後見人として支給要件児童を監護し、かつ、これと生計

、 （ ）を同じくする者であるときは 未成年後見人に関する申立書 別記様式第５号

及び当該支給要件児童の戸籍抄本等

カ 受給資格者が、父母指定者として指定されているときは、規則第１条の３に

規定する父母指定者指定届受領証及び父母等の海外居住の状況が分かる書類。

また、当該受給資格者と支給要件児童が別居しているときは、当該支給要件児

童の状況が分かる書類

キ 受給資格者が、父母等又は父母指定者のいずれにも監護されず、又はこれら

と生計を同じくしない支給要件児童を監護し、かつ、その生計を維持する者で

あるときは、監護生計に関する申立書

ク 受給資格者が法第４条第４項に規定する支給要件に該当する者（以下「同居

父母」という ）であるときは、当該事実を明らかにした同居優先受給に関す。

る（継続）申立書（別記様式第６号）及び当該事実を証明する書類

ケ 前記アからクまでに掲げるもののほか、児童手当の支給要件を確認する際に

必要とされる書類

⑶ 所属長は、受給資格者から認定請求書を受理したときは、次により処理するも

のとする。

ア 認定請求書の所属受付年月日欄を記入する。

イ 認定請求書の記載事項を添付書類等によって確認し、事実と相違ないと認め

た場合には、必要な証明を行った上で警務部警務課長に提出する。

⑷ 警務部警務課長は、前記⑶－イの規定により認定請求書を受理したときは、そ

の内容を公簿等及び添付書類によって審査し、次により処理するものとする。

ア 受給資格がある者と認めたときは、支給額を決定し、受給者情報に所要事項

を記録するとともに、児童手当・特例給付認定・認定請求却下通知書（別記様

式第７号。以下「認定・却下通知書」という ）により所属長を経由して当該。

受給資格者に通知する。ただし、次に掲げるときにあっては、それぞれ次に定

める内容を記載した上で通知する。

(ｱ) 規則第１条に規定する理由に該当する児童について認定した場合

留学により日本国内に住所を有しなくなった日から３年を経過したときは

児童手当・特例給付受給事由消滅届（別記様式第８号。以下「受給事由消滅

届」という ）等を、３年以内に支給要件児童が帰国し、再び日本国内に住。

所を有するに至ったときは児童手当・特例給付氏名等変更届（別記様式第９

号。以下「氏名等変更届」という ）を提出する必要がある旨。



(ｲ) 未成年後見人を受給資格者として認定した場合

未成年後見人を解任され、又は辞職したときは、受給事由消滅届を提出す

る必要がある旨

(ｳ) 父母指定者を受給資格者として認定した場合

支給要件児童の生計を維持する父母等が日本国内に住所を有するに至った

ときは、受給事由消滅届を提出する必要がある旨

イ 同居父母を受給資格者として認定した場合は、当該受給資格者以外に支給要

件児童を監護し、かつ、生計を同じくする父又は母が住所を有する市町村（特

別区を含む。ただし、当該者が公務員である場合は、その所属庁）に対して、

児童手当・特例給付における同居父母に係る認定通知書（別記様式第１０号）

により通知する（受給資格者以外に当該児童と生計を同じくする父若しくは母

が、受給資格者と異なる住所を有するとき、又は他の所属庁において受給して

いる場合に限る 。。）

ウ 受給資格がないと認めたときは、認定・却下通知書により所属長を経由して

当該職員に通知する。

⑸ 受給資格者は、新たに出生した支給要件児童のマイナンバー法に基づく個人番

号（以下「個人番号」という ）について、認定請求書提出時までに判明してい。

ない場合、認定請求書の児童の個人番号欄を空欄で提出することができる。ただ

し、児童の個人番号が判明したときは、速やかに児童手当・特例給付受給家族個

人番号申出書（別記様式第１１号）により所属長を経由して警務部警務課長に提

出しなければならない。

５ 額改定の請求

⑴ 児童手当の支給を受けている職員（以下「受給者」という ）は、法第９条第。

１項に規定する児童手当の増額の改定の請求をしようとするときは、児童手当・

特例給付額改定認定請求書（別記様式第１２号。以下「額改定認定請求書」とい

う ）を所属長に提出しなければならない。。

⑵ 額改定認定請求書には、児童手当の額の増額の原因となる支給要件児童に係る

前記４－⑵－ア及びウからケまでに掲げる書類を添えなければならない。

⑶ 所属長は、額改定認定請求書を受理したときは、前記４－⑶の規定を準用する

ものとする。

⑷ 警務部警務課長は、前記⑶の規定により額改定認定請求書を受理したときは、

その内容を公簿等及び添付書類によって審査し、次により処理するものとする。

ア 支給額を改定すべきものと認めたときは、その額を決定し、受給者情報に所

要事項を記録するとともに、児童手当額改定認定通知書（別記様式第１３号。

以下「額改定認定通知書」という ）により所属長を経由して当該受給者に通。

知する。

なお、前記４－⑷－ア及びイに規定する場合にあっては、前記４－⑷の規定

に準じて通知する。



イ 支給額を改定しないものと認めたときは、児童手当額改定認定請求却下通知

書（別記様式第１３号）により所属長を経由して当該受給者に通知する。

⑸ 受給者は、新たに出生した支給要件児童の個人番号について、額改定認定請求

書提出時までに判明していない場合は、前記４－⑸の規定を準用する。

６ 額改定届

⑴ 受給者は 法第９条第３項に規定する児童手当の減額の改定を行うべき事由 ７、 （

－⑴から⑸までに掲げる事由は除く ）が生じたときは、速やかに児童手当・特。

例給付額改定届（別記様式第１４号。以下「額改定届」という ）を所属長に提。

出しなければならない。

⑵ 所属長は、額改定届を受理したときは、前記４－⑶の規定に準じて処理するも

のとする。

⑶ 警務部警務課長は、前記⑵の規定により額改定届を受理したときは、その内容

を審査し、届出に係る事実があると認めたときは、支給額を改定し、受給者情報

に所要事項を記録するとともに、額改定認定通知書により所属長を経由して当該

受給者に通知する。

７ 職権に基づく額改定手続

警務部警務課長は、受給者からの額改定届の提出によらず、支給要件児童が次に

掲げる事由に該当し、児童手当の額を減額すべきものと認めたときは、職権により

その額を改定し、受給者情報に所要事項を記録するとともに、額改定認定通知書に

より所属長を経由して当該受給者に通知する。

⑴ 支給要件児童が３歳に達したとき。

⑵ 第３子以降の支給要件児童が１２歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過

したとき。

⑶ 支給要件児童が１５歳に到達する日以後の最初の３月３１日を経過したとき。

⑷ 支給要件児童が１８歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過したとき。

⑸ その他減額すべきことが明らかなとき。

８ 現況届

⑴ 受給者は、毎年６月１日から６月３０日までの間に、その年の６月１日におけ

。 「 」る状況を記載した児童手当・特例給付現況届(別記様式第１５号 以下 現況届

という ）を所属長に提出しなければならない。ただし、現況届の内容を公簿等。

によって警務部警務課長が確認できるときは、現況届の提出を省略することがで

きる。

⑵ 現況届には、前記４－⑵－アからエまで、ク及びケに規定する書類を添えなけ

ればならない。ただし、前記４－⑵－ア及びイに規定する書類については、当該

書類により証明すべき事実を公簿等によって警務部警務課長が確認できるとき

は、当該書類を省略することができる。

⑶ 所属長は、現況届を受理したときは、前記４－⑶の規定に準じて処理するもの

とする。



⑷ 警務部警務課長は、前記⑶の規定により現況届を受理又は公簿等により確認し

たときは、その内容を公簿等及び添付書類により審査し、次により処理するもの

とする。

ア 令第１４条第１項又は第２項の規定により認定請求があったものとみなされ

、 、る場合に該当すると認めたときは 受給者情報に所要事項を記録するとともに

認定・却下通知書により所属長を経由して当該受給者に通知する。

イ 支給事由が消滅したものと認めたときは、受給者情報に所要事項を記録する

とともに、児童手当支給事由消滅通知書（別記様式第１６号。以下「支給事由

消滅通知書」という ）により所属長を経由して当該受給者に通知する。。

９ 氏名等変更届

⑴ 受給者、支給要件児童又は配偶者のうち氏名、住所若しくは個人番号を変更し

た者、支払希望金融機関に変更する者、離婚等により配偶者等の個人番号を消滅

させる者又は再婚等により配偶者等の個人番号を新たに登録する者があるとき

は、当該変更の事実が発生した日から１４日以内に氏名等変更届を所属長に提出

しなければならない。

⑵ 前記⑵の氏名等変更届には、次の書類を添えなければならない。ただし、イの

規定に該当する場合には、アに規定する書類を添えることを要しない。

ア 受給資格者又は支給要件児童の住民票の写し（続柄を省略しないものに限

る 。ただし、公簿等により警務部警務課長が当該内容を確認することができ。）

るときは省略することができる。

イ 支給要件児童が規則第１条の理由により日本国内に住所を有しなくなったと

きは、当該事実を明らかにすることができる書類

ウ ア及びイに規定するもののほか、児童手当の支給要件を確認する際に必要と

される書類

⑶ 所属長は、氏名等変更届を受理したときは、記載事項を添付書類等によって確

認し、事実と相違ないと認めた場合には、所属受付年月日欄を記入し、警務部警

務課長に提出する。

⑷ 警務部警務課長は、前記⑶の規定により氏名等変更届を受理したときは、その

内容を審査し、受給者情報の記録内容を改める。

１０ 受給事由消滅届

⑴ 受給者は、児童手当の支給を受けるべき事由（１１－⑵及び⑶に掲げる事由を

除く ）が消滅したときは、速やかに受給事由消滅届を、所属長に提出しなけれ。

ばならない。

⑵ 所属長は、受給事由消滅届を受理したときは、前記４－⑶の規定に準じて処理

するものとする。

⑶ 警務部警務課長は、前記⑵の規定により受給事由消滅届を受理したときは、そ

の内容を審査し、次により処理するものとする。

ア 届出に係る事実があると認めたときは、受給者情報に所要事項を記録すると



ともに、支給事由消滅通知書により所属長を経由して当該受給者に通知する。

イ 父母指定者について、前記アに規定する処理をした場合は、支給要件児童の

住所地の市町村（特別区を含む ）に対して、児童手当・特例給付における父。

母指定者の受給事由消滅通知書（別記様式第１７号）により通知する。

１１ 職権に基づく消滅手続

警務部警務課長は、受給者又は支給要件児童が次に掲げる事由に該当し、児童手

当の支給を受けるべき事由が消滅したものと認めたときは、職権により受給者情報

に所要事項を記録するとともに、支給事由消滅通知書により所属長を経由して当該

受給者に通知する。

⑴ 受給者が前記１に規定する職員に該当しなくなったとき。

⑵ 支給要件児童全員が１５歳に到達する日以後の最初の３月３１日を経過したと

き。

⑶ その他支給要件を具備しなくなったことが明らかなとき。

１２ 未支払の児童手当の請求

⑴ 法第１２条第１項又は第２項に規定する未支払の児童手当の支給を受けようと

する者（以下｢請求者｣という ）から、未払い児童手当の請求があった場合は、。

未支払児童手当・特例給付請求書（別記様式第１８号。以下「未支払請求書」と

いう ）を児童手当の支給を受けるべきであった職員が所属していた所属長に提。

出させなければならない。

⑵ 所属長は、未支払請求書を受理したときは、前記４－⑶の規定の規定に準じて

処理するものとする。

⑶ 警務部警務課長は、前記⑵の規定により未支払請求書を受理したときは、その

内容を審査し、次により処理するものとする。

ア 未支払の児童手当を支給すべきものと認めたときは、未支払児童手当支給決

（ ） 。定通知書 別記様式第１９号 により所属長を経由して当該請求者に通知する

イ 未支払の児童手当の支給要件に該当しないものと認めたときは、未支払児童

手当請求却下通知書（別記様式第１９号）により所属長を経由して当該請求者

に通知する。

１３ 支払の一時差止め手続

警務部警務課長は、法第１１条の規定により児童手当の支払いを一時差し止める

ものと認めたときは、受給者情報に所要事項を記録するとともに、児童手当支払差

止通知書（別記様式第２０号）により所属長を経由して当該受給者に通知する。

１４ 支払期日

⑴ 法第８条第４項に規定する児童手当の支払期月における支払期日は、各支払期

月の１０日とする。ただし、その日が宮城県の休日を定める条例（平成元年宮城

県条例第１０号）第１条に規定する休日（以下「休日」という ）に当たるとき。

は、その日の前において、その日に最も近い休日でない日を支払期日とする。

⑵ 前記⑴に規定する支払期日に支払うべきであった児童手当がある場合又は支給



事由が消滅した場合には、前記⑴に規定する支払期日以外の日に支払うことがで

きる。

⑶ 児童手当の支払は、受給者が希望する金融機関に口座振替により行うものとす

る。この場合において、警務部警務課長は受給者情報に所要事項を記録するとと

もに、児童手当支払通知書（別記様式第２１号）により所属長を経由して当該受

給者に通知する。

１５ 準用規定

前記１から１４までの規定は、法附則第２条に規定する特例給付について準用す

る。



ｚ

　　　　年分
所得の合計額

控　　　　　　　　　　　　　　　　　　除

雑損控除額 医療費控除額
小規模企業共済等
掛 金 控 除 額

障害者控除額
障　　 人・特障　　 人

寡婦・ひとり親・勤労
学生控除額

            円             円             円             円         円         円

児童手当法施行令第３条第１
項に規定する控除

        円

所得の状況
　　　　年分所得額 扶養親族等

及び児童の数 　　人
控除後の
所得額

 円
児童手当

特例給付

３歳未満分  　　　　　        円

 円

うち70歳以上の同
一生計配偶者及び
老人扶養親族の合

計数

　　人
所得制限
限度額  円

３歳以上小学校修了前分

　　　　　　　　　　　　　　　円

中学生分　   　　 　　        円

　　　　　　　　計　　　　　　円

       円        円        円        円        円        円
※１段目:児童数 ２段目:決定額 ３段目:支給額  ４段目:未支給額  ５段目:過誤額 

所得情報 区分 手当月額

       円        円        円        円        円        円
       円        円        円        円        円        円

  人   人   人   人   人   人
       円        円        円        円        円        円

       円        円        円        円        円        円
１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

       円
       円        円        円        円        円        円
       円        円        円        円        円        円

　　年　月　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　
　
　　　　　　　 （　　　　年　　  月）

支
給
状
況

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月
  人   人   人   人   人   人

       円        円        円        円        円

　
　
　　　　　　　 （　　　　年　　  月）

　　年　月　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　
　
　　　　　　　 （　　　　年　　  月）

　　年　月　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　
　
　　　　　　　 （　　　　年　　  月）

同一
　

維持
　　年　月　日 同・別 有・無

2

職
　
業

１　公務員である。↓所属庁又は勤務先
氏　　名 （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　公務員でない。
生年月日 　　　　年　　月　　日 性別 1 男 2 女 ３　現在就労していない（無職無収入）｡

　　　  年　 月 　日
支給開始年月

　　　　年　　月
改定年月日

　　　　 年 　月 　日

児童手当・特例給付　受給者情報

届
出
者

び
コ
ー
ド

所
属
名
及

（フリガナ） 申請年月日

氏　　名
        年   月　 日

受付年月日

職員番号 無

現
住
所

時
点
住
所

１
月
１
日

配
偶
者

（フリガナ）

   現住所

１月１日時点の住所

配偶者の有無 1 有 　　　  年　 月　 日
認定年月日

別記様式第１号

氏　　　　　　名 続柄 生年月日
同居・別居

の別
監護の
有無

生計
関係

別居の場合の住所
海外留学をしている場合の出国年月

支
給
要
件
児
童

　　年　月　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　
　
　　　　　　　 （　　　　年　　  月）



別記様式第２号

＊事実発生日から　15日以内・15日超

〒

〒

〒

　年　　　月　　　日

年
号

〒

〒

〒

〒

１　有（現在認定手続中を含む。） ２　無

円

円

・中学生分 円

　※１～４月に事実発生した場合は前年１月１日、５～１２月に事実発生した場合は本年１月１日の住所

〒

氏名

現住所

1月1日の住所※

監
護
有
無氏名及び個人番号 年 月 日

１　公務員である。　→　所属庁又は勤務先（　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　公務員でない。

３　現在就労していない（無職無収入である。）。
生
計
関
係

別居の場合の住所

個人番号 生年月日

区分

児童手当

特例給付

（海外留学している場合は、その出国年月も記入）

　　　請求年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

支払希望
金融機関

名称（支店名も記入） 銀行コード 支店コード

配
偶
者

（フリガナ）

児
童

（フリガナ） 続
柄

生年月日 同
居
区
分

（　　　　　年　　　月）

　上記のとおり請求します。

　なお、上記児童に係る児童手当等は、私以外に請求又は受給している者がいないことを申し添えます。

児童手当・特例給付　認 定 請 求 書

所属名

（フリガナ）

所属コード

氏名

請
求
者

所属受付年月日

職員番号

個人番号

2

有 無
配偶者の有無

1

１月１日時点の住所※

現住所

上記児童に係る扶養手当受給の有無

（

養
育
を
す
る
一
八
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十

一
日
ま
で
の
間
に
あ
る
全
て
の
子
）

　　　　　　宮城県警察本部長　殿

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

口座番号
原則請求者本人名義
の普通預金口座

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

支給開始年月

年
手当月額

認定年月日

年号 年 月 日

・3歳未満分

・３歳以上小学生修了前分

算定基礎となる
児童数

配偶者
の職業

現在就労
している。

月＊
認
定

　注１　記入要領は、裏面にあります。
　　２　＊印の欄は、記入しないでください。

　　請求者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

所　属　長

年号



（認定請求）

１　「請求者」の欄は、児童手当の受給資格者本人について記入してください。「現住所」は住民票上
　の住所を記入し、「配偶者の有無」は該当するものの番号を○で囲んでください。また、請求者の本
　年（１月から４月に事実発生している場合は、前年）１月１日の住所を下欄に記入してください。
　　なお、配偶者には、児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、請求者と事実上婚姻関係と同
　様の事情にあった者を含みます。
２　「配偶者」の欄は、請求者の「配偶者の有無」が「有」の場合に記入してください。「配偶者の職
　業」は、該当するものの番号を○で囲み、「１　公務員である。」の場合は、所属庁又は勤務先を（
　　）内に記入してください。住所については、請求者に同じです。
３　「児童」の欄は、請求者が養育（監護し、かつ、生計を同じくするか、又は生計を維持することを
　いいます。）をする全ての児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいい
　ます。）について、次によって記入してください。
　⑴　「氏名」は、名字と名前の間は１字程度空けてください。
　⑵　「続柄」は、「長男」、「長女」、「養子」等を記入してください。
　⑶　「生年月日」は、年号の欄に平成の場合は「４」と、令和の場合は「５」と記入してください。
　⑷　「同居区分」は、同居の場合は「１」と、別居の場合は「２」と記入してください。
　⑸　「監護有無」は、監護している場合は「１」と、監護していない場合は「２」と記入してくださ
　　い（「監護」とは、児童の生活について通常必要とされる監督及び保護を行っていると社会通念上
　　考えられる主観的意思と客観的事実が認められることをいいます。）。
　⑹　「生計関係」は、同一の場合は「１」と、維持の場合は「２」と記入してください（「同一」と
　　は児童が請求者自身の子である場合又は請求者が未成年後見人若しくは父母指定者である場合で、
　　請求者がその児童と生計を同じくしているときをいい、「維持」とは児童が請求者の子でない場合
　　で、請求者がその児童の生計を維持しているときをいいます。）。
　⑺　「上記児童に係る扶養手当受給の有無」は、該当するものの番号を○で囲んでください。
　　　なお、扶養手当受給が「有」の場合は、扶養親族届の写しを提出してください。また、扶養手当
　　受給が「有」で、現在認定手続中の場合は、様式の右上余白に後日提出の旨を記入し、認定され次
　　第提出してください。
４　「支払希望金融機関」の欄は、支店名まで記入してください（口座は、原則請求者本人名義の普通
　預金口座）。
５　この請求書には、次の書類を添えて提出してください。
　⑴　請求者及び支給要件児童の住民票の写し

(該当者の個人番号を記載した場合は、公簿により確認することができるため省略可）
　⑵　児童が海外に留学している場合は、海外留学に関する申立書（別記様式第４号）及び当該事実を
　　証明する書類
　⑶　児童が請求者自身の子であり、請求者がその児童と別居している場合は、請求者のその児童に
　　対する養育の状況を明らかにした監護・生計同一又は維持に関する申立書（別記様式第３号）及
　　び請求者と児童の関係性を示す書類（戸籍謄本のコピー等）
　⑷　請求者が未成年後見人である場合は、児童の戸籍抄本及び未成年後見人に関する申立書（別記様
　　式第５号）
　⑸　請求者が父母指定者である場合は、父母指定者指定届受領証（規則様式第１号）及び父母等の海
　　外居住の状況が分かる書類
　⑹　児童が請求者自身の子でない場合は、父母とその児童の養育関係及び請求者とその児童との養育
　　関係を明らかにした監護・生計同一又は維持に関する申立書（別記様式第３号）（請求者が未成年
　　後見人又は父母指定者である場合を除く。）
　⑺　請求者が児童と同居し、他の父母等及び父母指定者と別居し生計を同じくしないときは、当該事
　　実を明らかにした同居優先受給に関する申立書（別記様式第６号）及び申立てに係る事実を証明す
　　る書類
　⑻　扶養手当受給者は扶養親族届の写し
　⑼　振込口座番号等が分かる通帳のコピー
　⑽　その他児童手当等の支給要件を確認する際に必要とされる書類

記　入　要　領



別記様式第３号

１　対象児童の氏名等

２　別居している児童の属する世帯について

（1）　別居理由

（2）　別居期間

３　児童の監護・生計関係状況
※児童との面会・生活費の送金状況等について具体的に記入する。

※職員の給与に関する条例の扶養親族、所得税法の扶養親族又は地方公務員等共済組合法の被扶養者の場合

は、その旨を付記する。

　　　　　年　　　月　　　日

（申立人） 所　　　　属

氏　　　　名

宮城県警察本部長　殿

世 帯 主 の 氏 名 続 柄 生 年 月 日 住 所

　　　　年　　月　　日

監護・生計同一又は維持に関する申立書

上記のとおり監護し、
□生計を同じくしている
□生計を維持している

ことを申し立てます。

月 日

②　人事異動により同居できるまでの間

① 　  年 (予定）

　　　　年　　月　　日

注　この申立書は、請求者がその子である児童と別居している場合に使用するものです。

年 月 日 から

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

児 童 の 氏 名 続 柄 生 年 月 日 住 所

　　　　年　　月　　日



別記様式第４号

１　留学している児童の状況

２　児童と同居している者の氏名等

３　父母等の状況

私は、児童手当法第３条第１項に規定する留学等により国外に居住している児童を監護し、かつ
生計を同じくしていることについて、上記のとおり申し立てます。

　　　　　年　　　月　　　日

（申立人） 所　　　　属

氏　　　　名 　

宮城県警察本部長　殿

注　この申立書は、請求者が海外留学のため別居している児童を監護し、生計を同じくしている場合
　に使用するものです。

生年月日氏　　名

氏 名 住所

留学期間（予定）

⑶

住所

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

住所

生計関係の状況
（生活費の状況等）

児童との
続柄

海外留学に関する申立書

期間

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 ～ 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 ～

　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日

居住地（国名・居住地）

⑴
期間

留学前の国内居住状況 期間

留学している教育機関等の名称

留学の目的

⑵
（日付が新しい順に記入）

住所

児童との
続柄氏 名

監護の状況
（面会の状況等）



（海外留学に関する申立て）

１　「留学期間（予定）」の欄は、留学するために日本国内に住所を有しなくなった年月日から留

　学を終了し再び日本国内に住所を有するに至る日（予定日）までを記入してください。

２　「留学前の国内居住状況」の欄は、留学する前日から遡って過去３年間を超える期間について、

　住民票上の住所を記入してください。ただし、留学する前日までに引き続き３年を超えて国内に

　住所を有していなかった場合にあっては、過去６年間の海外居住期間を含む居住状況（日本国内

　の居住状況にあっては住民票上の住所）を記入してください。

３　「２　児童と同居している者の氏名等」は、留学先の住居において、児童と同居している全て

　の者について記入してください。

４　「３　父母等の状況」は、児童の父母について記入するほか、児童に未成年後見人がいる場合

　は、当該未成年後見人についても記入してください。

５　「監護の状況」及び「生計関係の状況」の欄は、請求者と児童の間の状況について、具体的に

　記入してください。

記　入　要　領



別記様式第５号

１　未成年被後見人である児童の氏名等

２　上記児童の父母の状況

〒

〒

私は、児童の未成年後見人であること及び当該児童の父母の状況について、上記のとおり申し
立てます。

　　　　　年　　　月　　　日

（申立人） 所　　　　属

氏　　　　名

宮城県警察本部長　殿

注　この申立書は、請求者が未成年後見人となっている児童を監護し、生計を維持している場合に使
　用するものです。

　　　　年　　月　　日

未成年後見人に関する申立書

児 童 の 氏 名 生 年 月 日

　　　　年　　月　　日

母

続柄

（公務員の場合のみ記入）

父
勤務先

（フリガナ）
氏　　名

住 所 等

（公務員の場合のみ記入）

勤務先



別記様式第６号

１　同居している児童

２　別居している配偶者（上記児童の親）の状況　

〒

３　配偶者との別居理由　
　（該当するものを○で囲む。その他の場合は、（　　）内に理由を記入すること。）

⑴ 離婚協議中につき別居している。

⑵ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

私は、児童手当法第４条第４項の規定に基づく児童と同居している者として、上記のとおり
申し立てます。

　　　　　年　　　月　　　日

（申立人） 所　　　　属

氏　　　　名

宮城県警察本部長　殿

同居優先受給に関する（継続）申立書

児 童 の 氏 名

上記児童
との続柄

生 年 月 日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日

　が、他の父母等及び父母指定者と生計を同じくしていない場合に使用するものです。

（フリガナ）
氏　　名

（公務員の場合のみ記入）

注　この申立書は、請求者が同居している児童を監護し、生計を同じくしているもののうち、請求者

生年月日

住所等

勤務先



別記様式第７号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当

通知書

特例給付

児童手当

　　　　　年　　月　　日付けで請求のありました については、下記の

特例給付

 とおり認定

しましたので通知します。

 理由で請求を却下

算定の基礎となる児童の数

手当月額

支給開始年月 　　　　年　　月から

支給要件児童に該当しない児童の氏名及びその理由

（ ）

却下した理由

（ ）

宮 本 務 第 号

年 月 日

認 定

認定請求却下

記

　この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月
以内に、内閣総理大臣に対して審査請求をすることができます。この処分については、上
記の審査請求のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、宮城県を被
告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する
裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

４

認定請求却下に関する事項

備考

認定に関する事項

１ 人

２ 円

３



別記様式第８号

１　受給者が日本国内に住所を有しなくなった。

２　受給者が児童と別居することとなった（単身赴任の場合を除く。）。

３　未成年後見人でなくなった。

４　父母指定者でなくなった（児童の生計を維持する父母等が帰国した。）。

５　児童について次の事実が生じた。

　⑴　死亡した。

　⑵　監護しなくなった。

　⑶　生計を同じくしなくなった。

　⑷　生計を維持しなくなった。

　⑸　日本国内に住所を有しなくなった（海外留学を理由とするものを除く。）。

　⑹　海外留学による出国年月から３年を経過した。

　⑺　里親等への委託又は児童福祉施設等への入所

６　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　※　該当するものを「○」で囲んでください。

　注　記入要領は、裏面にあります。

　　　　　　　　年　　　月　　　日

所　属　長

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

現住所

消
滅
し
た
理
由

（

そ
の
他
の
場
合
は
、
（

　
　
）

に
理
由
を
記
入
す
る
こ
と
。
）

事由発生年月日 　　　　年　　月　　日

　上記のとおり届け出ます。

　　　届出年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　宮城県警察本部長　殿

届出者氏名

児童手当・特例給付　受給事由消滅届

届
出
者

所属名及び
所属コード

（フリガナ） 所属受付年月日

請求者氏名
及び職員番号



（消滅届）

１　「届出者」の欄は児童手当等の受給資格者本人について記入し、「現住所」は住民票上の住所を

　記入してください。

２　「消滅した理由」の欄は、該当するものの番号を○で囲み、「６　その他」の場合は、その理由

　を（　　）内に具体的に記入してください。

　　なお、「５－⑺　里親等への委託又は児童福祉施設等への入所」については、委託又は入所が２

　月以内の期間を定めて行われたものである等、一定の要件に該当する場合は該当せず、受給事由消

　滅届を提出する必要はありません。

記　入　要　領



別記様式第９号

次のとおり届出します。 　　　　　年　　　月　　　日提出

児童手当・特例給付　氏名等変更届

受
給
者

氏 名

住 所 〒

氏 名

住 所 〒

変 更 年 月 日 　　　　　年　　　月　　　日

変
更
後

個 人 番 号

所属受付年月日

宮城県警察本部長　殿
所属名及び
所属コード

氏　　名
職員番号

住 所 〒

個 人 番 号

　　　　　年　　　月　　　日

個 人 番 号

氏 名

個 人 番 号

変 更 年 月 日

住 所

氏 名

〒

　　　　　年　　　月　　　日

〒

　　　　　年　　　月　　　日

支
払
希
望

金
融
機
関

変 更 前

名称
（支店名も記入）

口座番号

変
更
前

個 人 番 号

変 更 後

名称及び金融機関コード
（支店名も記入）

変
更
前

氏 名

住 所 〒

個 人 番 号

変
更
後

氏 名

住 所 〒

個 人 番 号

氏 名

住 所 〒
変
更
前

配
偶
者

変
更
後

住 所

児
童
①

変 更 年 月 日

児
童
②

変 更 年 月 日

変
更
前

個 人 番 号

変
更
後

氏 名



望関

口座番号 原則受給者本人名義の普通預金口座
変 更 後



別記様式第１０号

（父母等の住所地）児童手当担当部局長　殿

（所属庁の長　殿）

宮城県警察本部警務部警務課長

児童手当・特例給付における同居父母に係る認定通知書

　見出しのことについて、児童手当法第４条第４項の規定が適用されることにより同条第１項第１号に掲げる者として認定した者について、下記のとおり情報

提供いたします。

　年  月  日

　年  月  日 　年  月  日

　年  月  日

住所 氏名

備　　考
（支給開始年月等）

整理
番号

　年  月  日

性別

　年  月  日 　年  月  日

　年  月  日

宮 本 務 号 外

年 月 日

記

住所 氏名 生年月日
児童との

続柄

　年  月  日

受給者 配偶者

氏名 生年月日

　年  月  日

受給者と同居している児童

　年  月  日

　年  月  日

生年月日



別記様式第１１号

　　　　　　年　　月　　日提出
　　　　　　　　　　　　

　私は、児童手当等の受給に関する個人番号について、以下のとおり申し出ます。

※は、記入しない。
　注１　この申出書は、認定請求書等の提出時に個人番号が判明していなかった場合、個人番号が判明し
　　　次第、速やかに個人番号を報告するために使用するものです。
　　２　認定請求書で報告済の者については、記載の必要がありません。
　　３　添付資料は不要ですので、通知カードの写し等は添付しないでください。
　　４　所属での写しの保管は不要ですので、原本をそのまま提出してください。

所属受付年月日

所属コード 職員番号

所属名 氏名

区分 氏名 個人番号 生年月日

請求者

⑵

配偶者

児童

⑴

⑶

⑷

児童手当・特例給付受給家族　個人番号申出書

※
WAN

※
システム



別記様式第１２号

年
号

〒

〒

〒

〒

〒

１　有（現在認定手続中を含む。） ２　無

１　出生

２　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

円

円

・中学生分 円

（フリガナ）
氏名及び個人番号

監
護
有
無

別居の場合の住所

月

　　　　年　　月　　日

　なお、上記児童に係る児童手当等は、私以外に請求又は受給している者がいないことを申し添えます。

　　　請求年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

増額した理由

現住所
〒

※事実発生日から　15日以内・15日超

※
改
定

続
柄

生年月日

日

生
計
関
係年

同
居
区
分

（その他の場合は、（　　）内に理由を記入すること。）

所　属　長

（増額）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（フリガナ）

請求者氏名
及び職員番号

児童手当・特例給付　額改定認定請求書

請
求
者

所属名及び
所属コード

所属受付年月日

区分

児童手当

特例給付

改定年月日 改定年月
手当月額

・3歳未満分
算定基礎と
なる児童数

年号 年 月

上記児童に係る扶養手当受給の有無

日 年号 年 月 ・３歳以上小学生修了前分

　上記のとおり請求します。

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　注１　記入要領は、裏面にあります。

　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　宮城県警察本部長　殿
請求者氏名

　　２　※印の欄は、記入しないでください。

事実発生年月日

増
額
の
原
因
と
な
る
児
童

（海外留学している場合は、その出国年月も記入）



１　「請求者」の欄は児童手当等の受給資格者本人について記入し、「現住所」は住民票上の住所を
　記入してください。
２　「増額の原因となる児童」の欄は、請求者が養育（監護し、かつ、生計を同じくするか、又は生
　計を維持することをいいます。）をする児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間
　にある者をいいます。）に異動があり、児童手当等の額が増額する場合に、その原因となる児童に
　ついて、次によって記入してください。
　⑴　「氏名」は、名字と名前の間は１字程度空けてください。
　⑵　「続柄」は、「長男」、「長女」、「養子」等を記入してください。
　⑶　「生年月日」は、年号の欄に平成の場合は「４」と、令和の場合は「５」と記入してください。
　⑷　「同居区分」は、同居の場合は「１」と、別居の場合は「２」と記入してください。
　⑸　「監護有無」は、監護している場合は「１」と、監護していない場合は「２」と記入してくだ
　　さい（「監護」とは、児童の生活について通常必要とされる監督及び保護を行っていると社会通
　　念上考えられる主観的意思と客観的事実が認められることをいいます。）。
　⑹　「生計関係」は、同一の場合は「１」と、維持の場合は「２」と記入してください（「同一」
　　とは児童が請求者自身の子である場合又は請求者が未成年後見人若しくは父母指定者である場合
　　で、請求者がその児童と生計を同じくしているときをいい、「維持」とは児童が請求者の子でな
　　い場合で、請求者がその児童の生計を維持しているときをいいます。）。
　⑺　「上記児童に係る扶養手当受給の有無」は、該当するものの番号を○で囲んでください。
　　　なお、扶養手当受給が「有」の場合は、扶養親族届の写しを提出してください。また、扶養手
　　当受給が「有」で、現在認定手続中の場合は、様式の右上余白に後日提出の旨を記入し、認定さ
　　れ次第提出してください。
３　「増額した理由」の欄は、該当するものの番号を○で囲んでください。「２　その他」の場合は、
　その理由を（　　）内に具体的に記入してください。
４　この請求書には、次の書類を添えて提出してください。
　⑴　請求者及び支給要件児童の住民票の写し

(該当者の個人番号を記載した場合は、公簿により確認することができるため省略可）
　⑵　児童が海外に留学している場合は、海外留学に関する申立書（別記様式第４号）及び当該事実
　　を証明する書類
　⑶　児童が請求者自身の子であり、請求者がその児童と別居している場合は、請求者のその児童
　　に対する養育の状況を明らかにした監護・生計同一又は維持に関する申立書（別記様式第３号）
　　及び請求者と児童の関係性を示す書類(戸籍謄本のコピー等）
　⑷　請求者が未成年後見人である場合は、児童の戸籍抄本及び未成年後見人に関する申立書（別記
　　様式第５号）
　⑸　請求者が父母指定者である場合は、父母指定者指定届受領証（規則様式第１号）及び父母等の
　　海外居住の状況が分かる書類
　⑹　児童が請求者自身の子でない場合は、父母とその児童の養育関係及び請求者とその児童との養
　　育関係を明らかにした監護・生計同一又は維持に関する申立書（別記様式第３号）（請求者が未
　　成年後見人又は父母指定者である場合を除く。）
　⑺　請求者が児童と同居し、他の父母等及び父母指定者と別居し生計を同じくしないときは、当該
　　事実を明らかにした同居優先受給に関する申立書（別記様式第６号）及び申立てに係る事実を証
　　明する書類
　⑻　扶養手当受給者は扶養親族届の写し
　⑼　その他児童手当等の支給要件を確認する際に必要とされる書類

記　入　要　領

（改定認定請求）



別記様式第１３号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当 額改定認定

通知書

特例給付 額改定認定請求却下

児童手当 請求、届出 　 改定

については、 により、下記のとおり

特例給付 職権 　 改定請求却下

しましたので通知します。

改定後の算定の基礎となる児童の数

改定後の手当月額

改定年月  　　　　年　　月から

改定（増・減額）の理由 （ ）

却下した理由

（ ）

　この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月
以内に、内閣総理大臣に対して審査請求をすることができます。この処分については、上
記の審査請求のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、宮城県を被
告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する
裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

２ 円

宮 本 務 第 号

年 月 日

記

額改定に関する事項

３

４

額改定請求却下に関する事項

備考

１ 人



別記様式第１４号

〒

〒

〒

〒

〒

〒

　１　児童が死亡した。 　７　父母指定者でなくなった
　２　監護しなくなった。 　　　（児童の生計を維持する父母等が帰国した。）。
　３　生計を同じくしなくなった。 　８　里親等への委託又は児童福祉施設等への入所
　４　生計を維持しなくなった。 　９　児童と同居しなくなった
　５　日本国内に住所を有しなくなった 　　　（単身赴任の場合を除く。）。
　　　（海外留学を理由とするものを除く。）。 　１０　海外留学による出国年月から３年を経過した。
　６　未成年後見人でなくなった。 　１１　その他

　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

円

円

・中学生分 円

事実発生年月日 　　　　年　　月　　日

　上記のとおり届け出ます。

　　　届出年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

　注１　記入要領は、裏面にあります。
　　２　※印の欄は、記入しないでください。

（　　　　　年　　　月）

減額した理由（その他の場合は、（　　）に理由を記入すること。）

（　　　　　年　　　月）

減
額
の
原
因
と
な
る
児
童

年
号

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

（　　　　　年　　　月）

日 （海外留学している場合は、その出国年月も記入）

（　　　　　年　　　月）

（フリガナ）
氏名

続
柄

生年月日 同
居
区
分

監
護
有
無

生
計
関
係

別居の場合の住所

月年

所属受付年月日

請求者氏名
及び職員番号

現住所
〒

（減額）

※
改
定

改定年月日 改定年月
手当月額

・3歳未満分
算定基礎と
なる児童数

年号 年 月 日 年号 年 月 ・３歳以上小学生修了前分

児童手当・特例給付　額 改 定 届

届
出
者

所属名及び
所属コード

（フリガナ）

　　　　　　宮城県警察本部長　殿

届出者氏名

　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　　　　　　年　　　月　　　日

所　属　長

該当す
る番号
を記入

区分

児童手当

特例給付



（改定届）

１　「届出者」の欄は児童手当等の受給資格者本人について記入し、「現住所」は住民票上の住所を
　記入してください。
２　「減額の原因となる児童」の欄は、受給者が養育（監護し、かつ、生計を同じくするか、又は生
　計を維持することをいいます。）をする児童（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間
　にある者をいいます。）に異動があり、その結果、児童手当等の額が減額する場合にその原因とな
　る児童について、次によって記入してください。
　⑴　「氏名」は、名字と名前の間は１字程度空けてください。
　⑵　「続柄」は、「長男」、「長女」、「養子」等を記入してください。
　⑶　「生年月日」は、年号の欄に平成の場合は「４」と、令和の場合は「５」と記入してください。
　⑷　「同居区分」は、同居の場合は「１」と、別居の場合は「２」と記入してください。
　⑸　「監護有無」は、監護している場合は「１」と、監護していない場合は「２」と記入してくだ
　　さい（「監護」とは、児童の生活について通常必要とされる監督及び保護を行っていると社会通
　　念上考えられる主観的意思と客観的事実が認められることをいいます。）。
　⑹　「生計関係」は、同一の場合は「１」と、維持の場合は「２」と記入してください（「同一」
　　とは児童が請求者自身の子である場合又は請求者が未成年後見人若しくは父母指定者である場合
　　で、請求者がその児童と生計を同じくしているときをいい、「維持」とは児童が請求者の子でな
　　い場合で、請求者がその児童の生計を維持しているときをいいます。）。

記　入　要　領



　　　　年分
所得の合計額

控　　　　　　　　　　　　　　　　　　除

雑損控除額 医療費控除額
小規模企業共済等
掛 金 控 除 額

障害者控除額
障　 人・特障　 人

寡婦・ひとり親・勤
労学生控除額

            円             円             円             円         円         円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　属　長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※以下は記入しないでください。 区分 手当月額

所得の状況
　　　　年分所得額 扶養親族等

及び児童の数 　　人
控除後の
所得額

 円 児童手当

特例給付

３歳未満分  　　　　　　　　  円

 円 ３歳以上小学校修了前分　　　  円
うち70歳以上の同
一生計配偶者及び
老人扶養親族の合

計数

　　人
所得制限
限度額  円 中学生分　 　　　　　         円

           　　　　計         円

　　なお、上記児童に係る児童手当・特例給付は、私以外に請求又は受給している者がいないことを申し添えます。
　　届出年月日　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　宮城県警察本部長　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　届出者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　年　　月　　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　

　　　　　　　　（　　　　年　　月）

※養育する、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある全ての子について記載
　　上記のとおり届出します。

　

　　　　　　　　（　　　　年　　月）

　　　　年　　月　　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　

　　　　　　　　（　　　　年　　月）

　　　　年　　月　　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　

　　　　　　　　（　　　　年　　月）

支
給
要
件
児
童

氏　　　　　　名 続柄 生年月日
同居・別

居
の別

監護の
有無

生計
関係

別居の場合の住所
海外留学をしている場合の出国年月も記入

　　　　年　　月　　日 同・別 有・無
同一
　

維持

　

　　　　　　　　（　　　　年　　月）

　　　　年　　月　　日 同・別 有・無
同一
　

維持

配
偶
者

（フリガナ）

職
　
業

１　公務員である｡↓所属庁又は勤務先
氏　　名 （　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　公務員でない。
生年月日 　　　　年　　月　　日 性別 1 男 2 女 ３　現在就労していない（無職無収入）｡

現住所
※届出者と異なる場合に記入

１月１日時点の住所

時
点
住
所

１
月
１
日

配偶者の有無 1 有 2 無

現
住
所 ※住民票上の住所

児童手当法施行令第３条第１
項に規定する控除

        円

別記様式第１５号

児童手当・特例給付　現 況 届

届
出
者

び
コ
ー

ド

所
属
名
及

（フリガナ） 所属受付年月日

氏　　名

職員番号



別記様式第１６号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当

支給事由消滅通知書

特別給付

　児童手当

　下記のとおり の支給事由が消滅しましたので通知します。

　特別給付

消滅した日  　　　　年　　　月　　　日

消滅の理由２

　この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月
以内に、内閣総理大臣に対して審査請求をすることができます。この処分については、上
記の審査請求のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、宮城県を被
告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する
裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

宮 本 務 第 号

年 月 日

記

１



別記様式第１７号

（ 児童の住所地 ）児童手当担当部局長　殿

（所属庁の長　殿）

宮城県警察本部警務部警務課長

児童手当・特例給付における父母指定者の受給事由消滅通知書

　受給事由が消滅した父母指定者について、下記のとおり情報提供いたします。

　年  月  日 　年  月  日

　年  月  日

　年  月  日　年  月  日

住所 氏名 生年月日 住所

宮 本 務 号 外

年 月 日

記

整理
番号

備　　考
氏名 性別

支給事由
消滅年月日

父母指定者 児童

父母指定者との
関係

生年月日



別記様式第１８号

宮城県警察本部長　殿

請
求
者

　　　　年　　月　　日

（フリガナ）

支
払
希
望

金
融
機
関

〒

　　　　年　　月　　日※支給決定年月日

請
求
の

内
容

期間
　　　　年　　月分まで

名称及び金融機関コード
（支店名も記入）

円
　　　　年　　月分から

金額

※請求却下年月日

口座番号

電話　　　　　（　　　　　）　　　　　　

氏名

請求者本人名義の普通預金口座のみ希望可

住所

　　　　年　　月　　日

受
給
資
格
が
あ
っ

た
者
（

死
亡
者
）

（フリガナ）

　　　　年　　月　　日

（フリガナ）
氏　　名

養
育
し
て
い
た
児
童

未支払児童手当・特例給付　請求書

　　２　※印の欄は、記入しないでください。
　注１　記入要領は、裏面にあります。

備
考

住所

所属受付年月日

住　所

死亡した
年月日氏名

請求年月日



（未支払）

の全てについて記入してください。

の期間及び金額を記入してください。

記　入　要　領

　払われるべき児童手当等で、まだその者が支払を受けていなかったものについて、そ

１　「養育していた児童」の欄は、児童手当等の受給資格があった者（死亡者）が養育

　（監護し、かつ、生計を同じくするか、又は生計を維持することをいいます。）をし

　ていた児童(１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいいます｡）

２　「請求の内容」の欄は、上記１の児童手当等の受給資格があった者（死亡者）に支



別記様式第１９号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当

未支払 通知書

特例給付

児童手当

　　　　　年　　月　　日付けで請求のありました については、下記の

特例給付

とおり支給

することに決定しましたので通知します。

理由で請求を却下

　　　　年　　月分から

　　　　年　　月分まで

却下した理由

（ ）

宮 本 務 第 号

年 月 日

支 給 決 定

請 求 却 下

記

　この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月
以内に、内閣総理大臣に対して審査請求をすることができます。この処分については、上
記の審査請求のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、宮城県を被
告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する
裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

未支払請求却下に関する事項

備考

支給に関する事項

未支払の内容

支払期間

支払金額 円

支払年月日

支払方法

　　　　年　　　月　　  日



別記様式第２０号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当

支払差止通知書

特例給付

　児童手当

　下記のとおり 　の支払を差し止めましたので通知します。

　特例給付

　　　　年　　月分から

　　　　年　　月分まで

宮 本 務 第 号

年 月 日

記

支払差止の内容

支払差止事由

支払差止額 円

支払差止期間

　この処分について不服があるときは、この通知書を受けた日の翌日から起算して３か月
以内に、内閣総理大臣に対して審査請求をすることができます。この処分については、上
記の審査請求のほか、この通知を受けた日の翌日から起算して６か月以内に、宮城県を被
告として、処分の取消しの訴えを提起することができます。
　なお、上記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する
裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求
に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。
　なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、そ
の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審
査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。



別記様式第２１号

（　所　属　名　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様

宮 城 県 警 察 本 部 長

児童手当

支払通知書

特例給付

児童手当

の支払については、下記のとおり指定の口座に振り込みましたので通知

特例給付

します。

　　　　年　　　月分から

　　　　年　　　月分まで

児童１人当たりの支給月額

（受給者が所得制限限度額未満のとき。）

３歳未満 １５，０００

３歳以上小学校修了前の第１・２子 １０，０００

３歳以上小学校修了前の第３子以降 １５，０００

小学校修了後中学校修了前 １０，０００

（受給者が所得制限限度額以上のとき。）

一律　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，０００

振込年月日

宮 本 務 第 号

年 月 日

記

支
払
の
内
容

支払期間

支払金額

円

円

円

円

円

円

　　　　年　　　月　　　日


